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第一章 一般的事項に関する仕様書 

 

１ 適用範囲 

（１）この仕様書は、製品生産事業請負標準仕様書（平成 20 年３月 31 日付け 19林国業第 239 号）

（以下「標準仕様書」という。）に定めのない細部事項について、定めたものである。 

（２）本仕様書に示されていない事項及び特殊な作業については、別に定める特記仕様書によるも

のとし、特記仕様書に記載された事項は、本仕様書に優先するものとする。 

 

２ 事業計画書 

標準仕様書第６条第１項による事業計画書及び同第２項による変更計画書は、任意様式により

作成するものとする。 

 

３ 指示、承諾、協議、確認、検査、立会 

標準仕様書第３条第２項による様式は、様式第１号及び第２号とする。 

 

４ 生産資材及び仕掛品 

（１）生産資材は、別に定める資材内訳のとおりとする。 

（２）生産資材は、監督職員から引渡しを受けた後でなければ制作又は運搬することはできない。

また、引渡しを受けたときには直ちに生産資材受領書（様式第３号）を提出するものとする。 

 

５ 支給材料及び貸与品 

国有林野事業製品生産事業請負契約約款（平成 20年３月 31日付け 19林国業第 238 号）（以下

「契約約款」という。）第 15 条第３項による受領書、借用書の様式は、様式第４号及び第５号と

する。 

 

６ 請負事業進行報告書 

製品生産事業請負実行管理基準による請負事業進行報告書の様式は、様式第６号とする。 

 

７ その他 

（１）契約約款第 10 条第１項による現場代理人の通知は様式第７号とする。 

（２）契約約款第 32 条第１項による事業完了届は様式第８号とする。 

（３）契約約款第 38 条第１項による部分完了届は様式第９号とする。 

（４）標準仕様書第 21条による事故報告書は様式第 10条とする。 

  



第２章 請負金の確定及び部分払いに関する仕様書 

 

１ 請負金の確定（精算） 

  契約約款第 32条よる請負金額の確定は、次の式により行うものとする。 

請負金確定額＝直接費確定額＋間接費確定額+消費税相当額 

（１）直接費確定額 

ア 直接費確定額は次の式により算定する。 

直接費確定額＝直接費変動費単価×検査合格数量累計＋直接費固定費 

イ 直接費変動費単価及び検査合格数量累計は生産完了地点別（山元・最終別）に算出・集計

する。 

ウ 直接費変動費単価及び直接費固定費は、予定価格を構成する同単価及び金額に落札比率を

乗じて求めた額とする。 

（２）間接費確定額 

ア 間接費確定額は次に式により算定する。 

間接費確定額＝（直接費確定額÷直接費合計額）× 

（諸経費金額＋労務関係費）＋支給材料取扱経費 

イ 直接費合計額、諸経費金額、労務関係費及び支給材料取扱経費は、予定価格を構成する各

金額に落札比率を乗じて求めた額とする。 

（３）消費税相当額 

消費税相当額は直接費確定額と間接費確定額の合計額に消費税率を乗じて求めた額とする。 

（４）精算 

   既に部分払金の支払がある場合は、請負金確定額から部分払金累計額を控除した額を、精算

額（最終支払額）とする。 

（５）計算様式 

別に定める請負代金確定算定書のとおりとする。 

 

２ 部分払 

契約約款第 38条による部分払金額の算定は、次のとおり行うものとする。 

（１）既済部分に対する部分払 

既済部分に対する部分払は、指定中間検査場所（発注者の指定する工程の作業を終了した地

点）における検査合格数量に対する部分払とし、その金額は次の式により算定する。 

部分払金＝（ a ＋ b ＋ c ＋ 消費税相当額）×0.9 

 

a  :直接費変動費出来高額＝直接費変動費単価×検査合格数量累計 

b :直接費固定費出来高額＝（ a ÷ a' ）× b' 

c  :間 接 費 出 来 高 額＝｛（ a ＋ b ）÷（ a' + b' ）｝× c' 

a'  :直 接 費 変 動 費＝予定価格を構成する同金額×落札費率 

b' :直 接 費 固 定 費＝予定価格を構成する同金額×落札費率 

c'  :間 接 費＝予定価格を構成する同金額×落札費率 



ア 直接費変動費単価は当該指定中間工程までの単価とする。 

イ 直接費固定費出来高額（ b ）は直接費固定費（ b' ）の金額を上限とする。 

ウ 消費税相当額は、直接費変動費出来高額（ a ）、直接費固定費出来高額（ b ）及び間接

費出来高額（ c ）の合計額に消費税率を乗じて求めた額とする。 

エ 既に部分払金の支払いがあり、再度部分払いをする場合にはこれを控除する。 

（２）完済部分に対する部分払 

完済部分に対する部分払いは、生産完了検査場所における検査合格数量（引渡し数量）に

対する部分払とし、その金額の算定は（１）に準ずる。 

ア 直接費変動費単価は生産完了地点別（山元・最終別）に算出・集計する。 

イ 直接費固定費出来高額（ b ）は直接費固定費（ b' ）の金額を上限とする。 

ウ 消費税相当額は、直接費変動費出来高額（ a ）、直接費固定費出来高額（ b ）及び間

接費出来高額（ c ）の合計額に消費税率を乗じて求めた額とする。 

エ 既に部分払金の支払いがあり、再度部分払いをする場合にはこれを控除する。 

（３）計算様式 

別に定める請負代金算定書のとおりとする。 

  



第三章 製品生産事業請負損害補償基準 

 

 発注者は、天災その他不可抗力により重大な損害を生じた場合で、請負者が善良な管理者の注意

を怠らなかったと認められるときは、契約約款第 30 条の４に基づき、その損害を補償するものと

し、その損害額の算定は次によるものとする。 

 なお、損害数量の確認及び損害額の決定に当たっては、現地の状況を充分調査するとともに、請

負者から資料の提出を求めて検討のうえ適正に積算するものとする。 

 

１ 負担対象 

（１）検査済部分の損害については、検査合格数量を負担対象とする。 

（２）検査未済部分の損害（搬出途上の損害を含む。）、仮設物及び通常妥当と認める林業機械器具

等の損害の額については、検査職員又は監督職員が請負事業進行報告、記録写真、その他証拠

書類によって、その損害を正当に確定しうる場合は負担の対象とする。 

（３）受災によるかかり増し、すなわち素材流散回収、素材運搬う回、搬出道等施設復旧又は新設

等に要する経費は負担の対象とする。 

 

２ 負担対象損害額等の算定 

１に定める負担対象の損害額等は以下により算定する。 

（１）生産目的物の流出等回収不能の場合 

請負経費内訳書の当該作業工程までの作業費単価合計×損害数量 

（２）生産目的物の流散等回収かかり増しの場合 

回収単価×回収数量 

（３）生産目的物の運搬う回かかり増しの場合 

運搬う回かかり増しの単価×運搬数量 

（４）搬出道等施設復旧かかり増しの場合 

復旧かかり増しの単価×復旧数量 

（５）搬出道等施設新設かかり増しの場合 

新設単価（請負経費内訳書の当該単価準用を原則とする。）×新設数量 

（６）その他 

上記以外の作業で国の負担対象となる損害については実状に応じて適正に算定する。 

（７）諸経費 

上記（１）項より（６）項までによって算定された損害額等合計に原諸経費率を乗じて得た

額の 70 パーセントとする。この場合における諸経費には、災害中の流出流散防止等に要した

経費及び災害後の物資運搬う回等に要する経費を含むものとする。 

（８）労務関係費、支給材料取扱経費 

上記（２）項から（６）項までのかかり増しに要する労務関係費、支給材料取扱経費につい

てはその実状に応じ積算する。 

（９）損害額は以上の合計額とする。 

  



３ 素材運搬に係る負担の対象及び損害額の算定 

（１）発送に当たって素材の寄託が封印検知により処理され、到着に際し封印に異常ある場合は損

害の対象とし、その額は次の式により算定する。ただし、あらかじめ監督職員に連絡し、その

指示又は了承を得て処理した場合は損害の対象から除外する。 

損害額＝（発送材積－到着材積）×検査地点時価 

ア 発送材積は当該材積とほぼ同様（樹種、長級等）の素材運搬の過去における一車当たり運

搬実績に基づいて発注者が決定する。ただし、発注者は発送材積の決定に当たり、過去の運

搬実績に基づくことが不適当と認められるときは新たに認定する。 

イ 検査地点時価は過去の運搬数量（樹種、長級等をほぼ同じくするもの）の実績に基づいて

発注者が決定する。ただし、発注者は検査地点時価の決定に当たり、過去の運搬実績に基づ

くことが不適当と認められるときは新たに認定する。 

（２）発送に当たって素材の寄託が本数検知により処理され、到着に際し本数に不足がある場合は、

損害の対象とし、その額は次の式により算定する。 

損害額＝（発送本数－到着本数）×１本当たり平均材積×検査地点時価 

ア １本当たり平均材積は当該素材とほぼ同様（樹種、長級等）の素材運搬の過去における実

績に基づいて発注者が決定する。ただし、発送材積の決定に当たり、過去の運搬実績に基づ

くことが不適当と認められるときは新たに認定する。 

イ 検査地点時価は（１）にイに準ずる。 

 

  



第四章 事業の実行に関する仕様書 

 

１ 伐倒 

（１）伐採方法 

標準仕様書第 27 条第１項にある、間伐における伐採方法で別途定めのある場合とは、次に

よるものとする。 

ア 気象、地形条件等の理由により、定性（点状）間伐で選木が行われている場合。 

イ 列状間伐と定性（点状）間伐の組み合わせによる変形列状間伐又はそれに準じる選木の場

合。 

（２）伐採木の選定 

請負者選木（請負者が行う標準地又は選木モデル以外の間伐木の選木）により伐採する場合

においては、標準地又は選木モデルを熟知し適正に選木を行ったうえで、伐採標示のない立木

の伐採を行うことができるものとする。 

 

２ 採材 

標準仕様書第 28 条による採材は、発注者が定めた造材寸法書に基づいて行うものとする。ま

た、需要動向により変更がある場合は、その都度、監督職員が指示する。 

 

３ 薬剤散布作業 

（１）散布する樹種 

ア 薬剤散布は虫菌害の発生しやすい樹種について行うものとする。ただし、低質材について

は行わない。 

イ 薬剤の散布は虫菌害の発生しやすい時期に伐倒したものについて行うものとする。 

（２）薬剤の使用方法 

ア 薬剤の調合は監督職員の指示する割合によって行い、１回の調合量は１日分使用見込み量

を超えて行わないものとする。 

イ 薬剤の保管に当たっては、直射日光、寒気、火気に直接さらさないようにし、なるべく冷

暗所に保管することとし、関係者以外がみだりに持ち出せないような措置を講じておくもの

とする。 

ウ 容器の洗浄に当たっては、下流に薬剤が流出しない方法で行うものとする。 

（３）散布場所及び時期 

ア 散布の場所は原則として全幹集材作業にあっては全幹造材地点、普通集材作業にあっって

は造材地点とし、監督職員の指示により行うものとする。 

イ 散布の時期は原則として造材直後に行うものとする。 

ウ 雨中の散布は避け、雨中伐倒、造材したものは雨後速やかに行うものとする。 

エ その他虫菌害の防止について必要があるときは監督職員の指示によるものとする。 

（４）散布方法 

薬剤の散布は丸太の全面に均等に行い、木口面及び枝節の切口、トビ口等は特に丁寧に行う

ものとする。 

 

 



４ 巻立 

標準仕様書第 33 条による巻立は、発注者の定める椪積基準書等に基づき実施することとし、

事業途中で変更がある場合は、その都度、監督職員が指示する。 

 

５ 検知業務 

請負事業に検知業務が含まれる場合は、別に定める検知業務仕様書により実施するものとする。 

 

６ トラック運材 

（１）封印の対象 

   標準仕様書第 34条第２項に定める封印の対象は、国有林外へ運搬する場合とする。 

（２）封印実施の委任 

   標準仕様書第 34 条第３項に定める適任者の報告は様式第１号を用いて行い、監督職員の承

認を受けるものとする。 

（３）封印の実施方法 

   封印は、監督職員の指示を受けて行うものとし、発送時点において荷締策の結び目等を開封

まで外すことができないように行うものとする。 

 

７ その他 

  本仕様書に定めのない事項については、必要に応じ、発注者・請負者で協議して定めるものと

する。 

 

 

 

 

 

 



様式第１号

報告書
指示、承諾、協議、確認、検査、立会

願 書

年 月 日

監督職員 殿

請 負 者

現場代理人

事 業 名 項 目

内 容 監督員記載事項



様式第２号

指 示
通 知 書

承 諾

事 業 名

（指示、承諾内容）

１．変更する工程等

２．変更する理由等

指示

上記のとおり する

承諾

年 月 日

請負者（現場代理人）

殿

監督職員

氏 名



様式第３号

生 産 資 材 受 領 書

森林管理署長 殿

年 月 日

請負者

住 所

氏 名

年 月 日付け請負契約に係る 請負事業の生産資材を、別紙内訳表のとおり 年 月 日

受領しました。

監督職員 年 月 日

経 由 氏名

記 事



様式第４号

支 給 材 料 受 領 書

森林管理署長 殿

年 月 日

請負者

住 所

氏 名

年 月 日付け請負契約に係る 請負事業の下記、支給材料を、 年 月 日 受領しまし

た。

記

監督職員 年 月 日

経 由 氏名

記 事



様式第５号

貸 与 品 借 用 書

森林管理署長 殿

年 月 日

請負者

住 所

氏 名

年 月 日付け請負契約に係る 請負事業の下記、貸与品を 年 月 日 借用しました。

記

監督職員 年 月 日

経 由 氏名

記 事



様式第６号

請 負 事 業 進 行 報 告 書
年 月 日

請負者 住所
氏名

月分（ 国有林 林小班）

予 定 数 量 実 行 量 進 行 率 就 労 状 況 使用器具
作業工程 契約数量 チェーンソー 備 考

当月 累計 当月 累計 (E) (E) 当 月 当 月 累 計 種類 数量 使用形態 （指導事項等）
（A) (B) (C) (B) (C) (A) × 100 (C) × 100 人頭数 延人数 延人数

全幹伐倒
（全木伐倒）

全幹造材

生 山
元

産
最

完 終

了 計

合 計

監督職員 年 月 日
経 由 氏名
記 事



様式第７号

現場代理人届

年 月 日

分任支出負担行為担当官

森林管理署長 殿

請負者

住 所

氏 名

年 月 日付け請負契約に係る 請負事業の現場代理人を下記のとおり定めたので契約

約款第１０条第１項により提出します。

氏名及び生年月日

住 所

本 籍 地

林業関係略歴



様式第８号

事業完了届

年 月 日

分任支出負担行為担当官

森林管理署長 殿

請 負 人

住所・氏名

年 月 日付け請負契約に係る 請負事業について 年 月 日完了したので契約

約款第32条第１項により提出します。

監督職員 年 月 日

経 由 氏名

記 事



様式第９号

部分完了届

年 月 日

分任支出負担行為担当官

森林管理署長 殿

請 負 人

住所・氏名

年 月 日付け請負契約に係る 請負事業について 年 月 日下記のとおり部分

完了したので契約約款第38条第１項により提出します。

記

材 種 事業場所 完了地点 既済完済区分 数量（見込） 備 考

監督職員 年 月 日

経 由 氏名

記 事



様式第１０号

事 故 報 告 書

年 月 日

監督職員 殿

請 負 者

現場代理人

事 業 名 事 業 場 所

発生日時 年 月 日 （ 曜日） 時 分 天候

災

害

発

生

状

況

・

原

因

人的被害・物的被害を記載

被

害

状

況

被 氏 名 生年月日 年 月 日（ 歳） 性別 男・女 職 種

災 連絡先 （℡） 経験年数

者 傷病名 傷病部位 休業見込期間・死亡日時 被災場所

今

後

の

対

策

所

見

・

状

況


